
東近江市の財務書類（令和６年度決算）の概要

■新地方公会計制度とは

地方公共団体の会計は、予算の適正・確実な執行を行うため現金の出入りのみに着目した現金主義・単式簿記を採用しています。
一方で、将来にわたる資産・負債（借金）といったストックの財政状況や行政サービスに要する減価償却費なども含めたトータルコストを
把握する複式簿記・発生主義の企業会計的な手法を活用することが求められています。このような中で、本市では、「総務省方式改訂
モデル」により財務書類を作成・公表してきました。

平成27年１月に、団体間の比較が難しいことや、固定資産台帳の整備が不十分等の課題に対応するため、総務省から固定資産台帳
の整備と複式簿記の導入を前提とした「統一的な基準」が示され、これを受けて平成29年度（平成28年度決算）から「統一的な基準」に
よる財務書類を作成・公表することとしました。

○総務省方式改訂モデル
固定資産台帳や個々の複式記帳によらず、既存の決算統計情報を活用して作成するものです。

○統一的な基準 （平成29年度（平成28年度決算）から）
発生主義・複式簿記による記帳と固定資産台帳に基づき作成するもので、全ての地方公共団体を対象とした

統一的な財務書類の作成基準です。

① 現金主義による会計処理の補完
現金主義では見えにくいコスト（減価償却費、各種引当金）の明示

② 公社・第３セクター等を含む全体的な財政状況の把握
地域住民に公的サービスを提供する組織・事業の全体的な財政状況の把握

③ 資産・債務改革への対応
「固定資産台帳」に基づき、保有する資産のあり方について、将来計画（売却、転用、維持管理）を立てることができる。

■新地方公会計制度の意義
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■対象とする範囲
連結の範囲は、普通会計・公営事業会計・一部事務組合・地方三公社・第三セクター等を含む市に関連のあるすべての団体が対象です。

本市の連結対象会計、団体等は下表のとおりです。第三セクター等については、判断基準（※）に基づき条件を満たした場合に連結対象として
います。

※第三セクター等の連結判断基準（総務省基準）

(1) 出資比率が50％以上の場合は、連結対象とする。

(2) 出資比率が25％未満の場合は、連結対象としない。

(3) 出資比率が25％以上50％未満の場合は、実質的に

主導的な立場を確保している場合は、連結対象とする。

■作成基準日

作成基準日は、会計年度の最終日である令和７年３月31日としています。
ただし、令和７年４月1日から５月31日までの出納整理期間の収支は、基準日までに終了したものとしています。

〈会計等の種類〉

普通会計

一般会計

公営事業会計
国民健康保険（事業勘定）特別会計
国民健康保険（施設勘定）特別会計
後期高齢者医療特別会計
介護保険特別会計
公設地方卸売市場特別会計
下水道事業会計
水道事業会計
病院事業会計

一部事務組合等

東近江行政組合
中部清掃組合
八日市布引ライフ組合
愛知郡広域行政組合
滋賀県市町村職員研修センター
滋賀県後期高齢者医療広域連合

地方独立行政法人
該当なし

地方三公社
東近江市土地開発公社

第三セクター等
東近江市地域振興事業団
東近江ケーブルネットワーク
愛の田園振興公社
東近江あぐりステーション

〈連結の対象範囲〉

一般会計等
財務書類

全体財務書類

連　　　結
財務書類
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（１）貸借対照表（ＢＳ）

【資産】
市が行政サービスを提供するために保有している財産です。
●固定資産

行政サービスを提供するために保有している資産です。有形固定資産は、事
業用資産とインフラ資産、物品に区分して計上します。
●流動資産

現金と、すぐに現金に換えることができる資産が計上されています。

【負債】
地方債や将来の職員の退職金など、将来世代の負担で返済する債務です。
●固定負債

主に地方債と退職手当引当金から構成されます。なお、令和６年度に返済
予定の地方債については、流動負債として計上しています。
●流動負債

主に翌年度に償還予定の地方債と賞与等引当金、未払金や預り金から構成
されています。

【純資産】
資産と負債の差額であり、過去に形成された固定資産等であり、過去または

現世代の負担と見ることができます。
固定資産等形成分とは、固定資産の額に流動資産における基金、短期貸付

金を加えたものです。

貸借対照表は、会計年度末時点で、本市がどのような資産を保有しているの

かと、その資産がどのように財源でまかなわれているのかを対照表で示したも
のです。

貸借対照表により、基準日時点における本市の資産・負債・純資産といったス
トック項目の残高が明らかにされます。

１ 一般会計等財務書類の概要 ※表示単位未満を四捨五入しているため、合計金額が一致しない場合があります。

（令和７年３月31日現在） （単位：百万円）

49,902負債177,251資産

43,473固定負債168,763固定資産

37,255地方債143,348有形固定資産

5,925退職手当引当金99,936事業用資産

155損失補償等引当金37,855インフラ資産

137その他8,123物品

6,429流動負債▲ 2,566物品減価償却費累計額

5,3531年以内償還予定地方債133無形固定資産

818賞与等引当金25,282投資その他の資産

171預り金8,488流動資産

88その他2,144現金預金

127,349純資産136未収金

174,981固定資産等形成分3短期貸付金

▲ 47,632余剰分（不足分）6,215基金

▲ 10徴収不能引当金
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（２）行政コスト計算書（ＰＬ）

●人件費
市職員の給与や議員に支払う報酬、臨時職員の賃金などのほか、退職手当引当金繰入額や

賞与等引当金繰入額が含まれます。
●物件費等

主に「物件費」、「減価償却費」からなっています。「物件費」には、消耗品費、委託費などが含
まれます。「減価償却費」は、市が持つ建物などの固定資産を利用したことによって減少した資
産の目減り分です（1年分）。
●その他の業務費用

主に「支払利息」や「徴収不能引当金繰入額」からなっています。「支払利息」は、主に市の地
方債に対する利払金を計上しています。
●移転費用

主に「補助金等」、「社会保障給付」から成っています。「社会保障給付」には、生活保護や児
童・高齢者・障害者福祉等に関する費用を計上しています。
●経常収益

「使用料及び手数料」と「その他」から成っています。「使用料及び手数料」は、通常の行政
サービスを行うことで市が受益者から受け取る使用料・手数料です。「その他」は、市が保有す
る有価証券や貸付金から発生する受取配当金や受取利息などがあります。
●純経常行政コスト

経常費用から経常収益を差し引いた額です。民間企業と異なり、サービスを提供しても直接対
価を受け取ることが少ないため、費用が収益を大きく上回るのが一般的な状態です。

行政コスト計算書は、一会計期間において、資産形成に結びつかない行政サービスに要した

費用（経常的な費用）と、その行政サービスの直接的な対価として得られた使用料・手数料など
の収益（経常的な収益）を対比させたものです。

経常的な費用と収益の差額によって、地方公共団体の一会計期間中の行政活動のうち、資
産形成に結びつかない経常的な活動について税収等でまかなうべき行政コスト（純経常行政コ
スト）が明らかにされます。

（令和６年４月１日～令和７年３月31日） （単位：百万円）

50,581経常費用(A)

27,252業務費用

10,445人件費

15,094物件費等

1,712その他の業務費用

23,330移転費用

10,701補助金等

10,046社会保障給付

2,557他会計への繰出金

25その他

1,959経常収益(B)

473使用料及び手数料

1,486その他

48,622純経常行政コスト(A)-(B)

33臨時損失(＋)

26臨時利益(▲)

48,629純行政コスト
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（３）純資産変動計算書（ＮＷ） 純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各項

目が、1年間でどのように変動したかを示したものです。

●純行政コスト
行政コスト計算書で計算された純行政コストがそのまま入ります。
１年間の行政活動の結果発生した費用は、純資産を減らす大きな要因と

なっています。

●財源
純資産を増加させる要因として財源があります。財源の具体的な中身は、

地方税、地方交付税、補助金等からなります。地方債を発行して得る資金
については、将来の税収で返済しなければならないため、純資産を増加さ
せる要因である財源とはみなしません。

地方税は、市税、地方譲与税、各種交付金などのほか、国民健康保険特
別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計の社会保険料など
からなります。

国県等補助金は、地方交付税と補助金から構成されます。地方交付税は、
標準的な仕事を行うために必要な金額と地方税等の標準的な収入の差額
として国から交付されるものです。

●固定資産等の変動
道路や橋などのインフラ資産や施設建物などの事業用資産といった固定

資産への投資による増加や減価償却、除売却等による減少、基金への拠
出や取崩など住民サービス資産の形成に寄与しているかを表すものです。

（令和６年４月１日～令和７年３月31日） （単位：百万円）

合計科目 余剰分固定資産

（不足分）等形成分

▲ 49,156178,942129,786前年度末純資産残高

▲ 48,629▲ 48,629純行政コスト（▲）

49,76049,760財源

36,58136,581税収等

13,17913,179国県等補助金

1,1311,131本年度差額

393▲ 393
固定資産等の変動

（内部変動）

00資産評価差額

▲ 3,565▲ 3,565無償所管換等

0▲ 3▲ 3その他

1,524▲ 3,961▲ 2,437本年度純資産変動額

▲ 47,632174,981127,349本年度末純資産残高
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（４）資金収支計算書（ＣＦ） 資金収支計算書は、一会計期間における地方公共団体の行政活動に伴う現金等の資金
の流れを性質の異なる３つの活動（「業務活動収支」「投資活動収支」「財務活動収支」）に分
けて示したものです。

現金等の収支の流れを表したものであることから、キャッシュフロー計算書とも呼ばれてい
ます。

●業務活動収支
人件費、物件費、経費、他会計への繰出し、補助金、社会保障費などの支出と、税収、利

用料・手数料、他会計からの繰入れ、補助金などの収入が計上されます。
上記収入のうち大きな割合を占めている税収や移転収入は、直接純資産を増やす要因とし

て純資産変動計算書で計上しました。また、利用料・手数料については、行政コスト計算書上
で収益として計上しています。

資金収支計算書では、これら2つを業務活動収支としてまとめて計上するため、通常は黒字
になります。

●投資活動収支
投資活動支出は、貸借対照表の資産を形成するために使われた資金です。
建物や道路などの固定資産の取得や、基金などの投資その他の資産の積み立てなどです。
投資活動収入は、固定資産の売却収入や基金・積立金などの取り崩しが該当します。固定

資産の取得に大きな資金が必要となるため、通常は投資活動収支は赤字（不足）になります。

●財務活動
財務活動収支は、地方債の元本の償還などが主なものです。収入としては、新たに起こし

た地方債によって流入する資金があります。地方債の新規発行額と償還の多寡によって収
支が決まりますので、借金の返済を進めれば進めるほど収支は赤字（不足）となります。

●本年度末現金預金残高
上記の収支に前年度末資金残高及び歳計外現金とその増減を合算したものです。

（H＝F＋G）

（令和６年４月１日～令和７年３月31日） （単位：百万円）

4,453業務活動収支(A)

46,104業務支出(▲)

22,774業務費用支出

23,330移転費用支出

50,557業務収入(＋)

36,609税収等収入

11,999国県等補助金収入

472使用料及び手数料収入

1,477その他の収入

▲ 2,766投資活動収支(B)

5,774投資活動支出(▲)

3,008投資活動収入(＋)

▲ 1,496財務活動収支(C)

5,527財務活動支出(▲)

4,031財務活動収入(＋)

190本年度資金収支額(D=A+B+C)

1,782前年度末資金残高(E)

1,973本年度末資金残高(F=D+E)

171本年度末歳計外現金残高(G)

2,144本年度末現金預金残高(H=F+G)
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固定資産 余剰分
等形成分 （不足分）

前年度末純資産残高 129,786 178,942 ▲ 49,156
　純行政コスト（▲） ▲ 48,629 ▲ 48,629
　財源 49,760 49,760
　　　税収等 36,581 36,581
　　　国県等補助金 13,179 13,179
　本年度差額 1,131 1,131
　固定資産等の変動
　（内部変動）
　資産評価差額 0 0

　無償所管換等 ▲ 3,565 ▲ 3,565

　その他 ▲ 3 ▲ 3 0
　本年度純資産変動額 ▲ 2,437 ▲ 3,961 1,524

本年度末純資産残高 127,349 174,981 ▲ 47,632

【純資産変動計算書】
　（令和６年４月１日～令和７年３月31日）　　　　　（単位：百万円）

科目 合計

▲ 393 393

経常費用(A) 50,581

　　業務費用 27,252

　　　　　人件費 10,445

　　　　　物件費等 15,094

　　　　　その他の業務費用 1,712

　　移転費用 23,330

　　　　　補助金等 10,701

　　　　　社会保障給付 10,046

　　　　　他会計への繰出金 2,557

　　　　　その他 25

経常収益(B) 1,959

　　使用料及び手数料 473

　　その他 1,486

純経常行政コスト(A)-(B) 48,622

臨時損失(＋) 33

臨時利益(▲) 26

純行政コスト 48,629

　（令和６年４月１日～令和７年３月31日）　（単位：百万円）

【行政コスト計算書】

【貸借対照表】
（令和７年３月31日現在） （単位：百万円）

49,902負債177,251資産
43,473固定負債168,763固定資産

37,255地方債143,348有形固定資産

5,925退職手当引当金99,936事業用資産

155損失補償等引当金37,855インフラ資産

137その他8,123物品

6,429流動負債▲ 2,566物品減価償却費累計額

5,3531年以内償還予定地方債133無形固定資産

818賞与等引当金25,282投資その他の資産

171預り金8,488流動資産

88その他2,144現金預金

127,349純資産136未収金

174,981固定資産等形成分3短期貸付金

▲ 47,632余剰分（不足分）6,215基金

▲ 10徴収不能引当金

【資金収支計算書】
（令和６年４月１日～令和７年３月31日） （単位：百万円）

4,453業務活動収支(A)
46,104業務支出(▲)

22,774業務費用支出

23,330移転費用支出

50,557業務収入(＋)

36,609税収等収入

11,999国県等補助金収入

472使用料及び手数料収入

1,477その他の収入

▲ 2,766投資活動収支(B)
5,774投資活動支出(▲)

3,008投資活動収入(＋)

▲ 1,496財務活動収支(C)
5,527財務活動支出(▲)

4,031財務活動収入(＋)

190本年度資金収支額(D=A+B+C)
1,782前年度末資金残高(E)

1,973本年度末資金残高(F=D+E)
171本年度末歳計外現金残高(G)

2,144本年度末現金預金残高(H=F+G)

２ 財務諸類４表の関係
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３ 全体財務書類・連結財務書類の概要（令和６年度決算）
「全体財務書類」、第三セクター等も含めた「連結財務書類」の概要です。

【行政コスト計算書】【貸借対照表】

【資金収支計算書】 【純資産変動計算書】

（単位：百万円）

貸方借方
連結全体連結全体

102,876 100,004 固定負債247,609 236,874 固定資産

11,196 10,669 流動負債218,227 209,898 有形固定資産

114,072 110,673 負債合計4,568 4,425 無形固定資産

152,865 142,668 純資産24,815 22,551 投資その他の資産

19,327 16,467 流動資産

266,937 253,341 負債・純資産合計266,937 253,341 資産合計

（単位：百万円）

連結全体項目

7,5216,200業務活動収支

▲3,979▲2,836投資活動収支

▲3,242▲3,218財務活動収支

300146本年度資金収支額

9,4537,600前年度末資金残高

9,7427,746本年度末資金残高

171121本年度末歳計外現金残高

9,9137,917本年度末現金預金残高

（単位：百万円）

連結全体項目

159,192149,288前年度末純資産残高

▲79,585▲67,620純行政コスト（▲）

79,90567,618財源

46,98743,945税収等

32,91823,673国県等補助金

321▲2本年度差額

▲10資産評価差額

▲6,648▲6,618無償所管換等・その他

152,865142,668本年度末純資産残高

（単位：百万円）

連結全体項目

88,33773,415経常費用

39,45133,647業務費用

48,88739,768移転費用

8,8325,849経常収益(▲)

79,50667,566純経常行政コスト

10580臨時損失(＋)

2626臨時利益(▲)

79,58567,620純行政コスト
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４ 地方公会計による財政指標（代表的な指標）

① 純資産比率

●純資産比率＝純資産／資産

地方公共団体は、地方債の発行（負債の増加＝純資産比率の減少）を通じて、将来世代と現
世代の負担の配分を行います。純資産比率の増加は、現世代が自らの負担によって将来世代
も利用可能な資源を蓄積したものと言えます。一方、純資産比率の減少は、現世代の負担が将
来世代に先送りされたことを示しています。

連結全体一般会計等

57.3%56.3%71.8%

② 有形固定資産減価償却率

③ 受益者負担比率

連結全体一般会計等

50.8%50.6%60.8%

●有形固定資産減価償却率＝減価償却累計額／（有形固定資産合計-土地非償却資産+減価償却累計額）

有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出すること
により、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握すること
ができます。

有形固定資産減価償却率が高ければ所有している資産の老朽化率が高いことを示しています。

連結全体一般会計等

10.0%8.0%3.9%

●受益者負担比率＝経常収益／経常費用

行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の金額
です。

これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を示
すことができます。
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